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第１章 総則 
 
１ 目的 
  新潟県立柿崎病院防災マニュアル（原子力災害時避難計画）（以下「避難 

計画」という。）は、新潟県地域防災計画（原子力災害対策編）及び上越市 
原子力災害に備えた屋内待避・避難計画（以下「市計画」という。）に基づ 
き、新潟県立柿崎病院（以下「当院」という。）における原子力災害対策に 
ついて必要な事項を定め、原子力事故による災害から当院の入院患者、外 
来患者及び職員を安全かつ迅速に避難させることを目的とする。 
 なお、当院は東京電力ホールディングス株式会社柏崎刈羽原子力発電所

から 25km に位置し、緊急時防護措置を準備する区域（ＵＰＺ：Urgent 
Protective Action Planning Zone：原子力発電所から概ね半径 30km 圏内）

内に位置する。 
 
２ 適用範囲 
  本計画は、当院の入院患者、外来患者及び職員（以下「患者等」という。） 

に適用する。 
 なお、患者等以外の来院者については、県計画及び市計画で定める避難 
計画によるものとするが、安全かつ迅速に避難を行うことにおいて患者に 
準じて扱うことを妨げないものとする。 
 また、委託業務により当院で勤務する委託業者の職員（以下「社員」と 
いう。）については、委託業者の就業規則及び緊急時の計画によるものとす 
るが、社員が安全かつ迅速に避難を行うことにおいて職員に準じて扱うこ 
とを妨げないものとする。 
  

３ 院長及び職員の役割 
  院長は、上越市災害対策本部等（以下「市本部」という。）の指示に基づ

き、院内災害対策本部の本部長として職員を指揮し、患者等の安全確保の

ために必要な措置を講ずる。 
 職員は、院長（院内災害対策本部長）の指揮のもと、患者等の安全確保 
の業務に当たるものとする。 

 
４ 行政機関等との連携協力 
  原子力災害対策の実効性を高めるため、国・県・市の機関、上越地域消 

防事務組合消防本部、頸北消防署等との連携を強化する。 
 

 
第２章 原子力災害事前対策 
 
１ 原子力災害対策を行う委員会等の設置 



 

2 
 

  原子力災害対策についても、防火・災害対策委員会を統括部門とし、屋   

内退避、院外避難等の手順（マニュアル）の策定及び訓練の企画・実施、

その他災害対策に必要な業務を行うものとする。 
 

２ 委員会の開催等 
  防火・災害対策委員会において年２回、原子力災害対策について検討す 

るものとする。 
  ただし、緊急に開催する必要がある場合は、その都度、委員長が招集す 

る。 
 
３ 委員会の所管事項 

(1)原子力災害対策の統括に関すること 
(2)院内災害対策本部の運営に関すること 
(3)原子力災害避難計画の作成、改訂に関すること 
(4)原子力災害時緊急時連絡網及び職員招集・参集に関すること 
(5)病院の原子力防護対策及び院内退避に関すること 
(6)避難先病院、避難経路、避難手段及び避難方法に関すること 
(7)防災教育及び訓練に関すること 
(8)食糧、飲料水、医薬品、その他医療資機材等の確保に関すること 
(9)その他原子力災害対策について必要な事項に関すること 

 
４ 病院施設の基本情報の確認 （令和元年５月１日現在） 
 (1)立地 
住所 新潟県上越市柿崎区柿崎 6412-1 
原子力発電所からの

距離、方角 
南南西 約 25 ㎞ 

PAZ・UPZ の別 ＵＰＺ 
特徴 ・津波の心配なし 

・国道８号線まで 400m 
・比較的小高い位置（海抜 24m） 

その他 施設は S50 年に建設 H22 年に耐震補強を実施 

 
(2)職員 
職員数 83 名 
職員体制 日中 67 名 夜間４名（医師１看護師３） 

 
 (3)患者等 
患者数 入院 40.8 名/日  外来 124.2 名/日 
入院患者の状態 担送 30 名 護送 10 名 独歩１名 
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 (4)設備 
施設 鉄筋コンクリート造２階建（一部３階建） 

敷地面積 12,728 ㎡ 病室 25 部屋 
エレベーター １機 11 人乗（車椅子時２人 ベッド時１人） 
保有車両 乗用車２台 （ワゴン車１台 軽自動車１台） 
衛生電話 なし 
防災無線 なし 
テレビ・ラジオ あり（設置場所 １階応接室） 
非常用電源 あり 稼働時間 ６時間 
放射線防護対策 なし 

 
５ 緊急時連絡網の整備 
  夜間及び休日等に職員を非常招集する場合等に備え、緊急時連絡網を整 
 備する。（柿崎病院防災マニュアルに準じる） 

 また、入院患者については入院時に記入する「入院申込書」により家族  

等の連絡先を把握し、常に最新の患者情報を備えた「非常持出ケース」を

ナースステーションに保管することにより緊急時に照会できるよう整備す

るものとする。 
 
６ 原子力災害に関する防災教育 
  原子力災害時に迅速な活動が行えるようにするため、防火・災害対策委 

員会の企画のもと、原子力災害について次の教育を行うものとする。 
 (1)放射線、放射性物質等に関する基礎知識 
 (2)原子力災害に関する基礎知識 
 (3)本計画の周知徹底 
 (4)その他原子力災害防災対策に関して必要な知識 

 
７ 原子力災害に関する訓練 
  原子力災害時に迅速に対応するため、国・県等の機関が実施する訓練及 

び研修等に積極的に参画し、知識と技能の向上を図るものとする。 
 
 
８ 原子力災害に対する施設の整備 
  原子力災害時は県及び市本部の指示のもと迅速に避難を行うことが基本 

となるが、重症患者等で迅速な避難が困難な患者等に対応するため、また、 
放射性物質の拡散状況に応じて適切な時期に院外避難を行うため、院内に 
一定期間退避することが予想される。 
 このため、放射性物質を外部から取り込まない防護エリアの整備に努め 
るものとする。 
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 また、院内退避を行う際は、窓を閉め、換気扇等を停止し、外部との空 
気の出入りを遮断することにより、建物内に侵入する放射性物質を低減さ 
せるものとする。 

 
９ 備蓄及び点検 
  原子力災害を含めた災害対応のため、食糧、飲料水、医薬品等の備蓄及 

び入院患者の移送に必要な資機材の確保、並びに消防用設備及び非常用自 
家発電機等の整備を行うとともに、定期的に点検を行うものとする。 

  備蓄物資の種類及び数量は「別表２非常食備蓄状況」のとおりとする。 
 
10 避難先病院、避難経路、避難手段及び避難方法 
 (1) 避難先病院 
   原子力災害時の当院の避難先病院は県立中央病院が指定されている。 
   ただし、県立中央病院が受入困難な場合は、厚生連上越総合病院、新

潟労災病院等の周辺病院へ協力を依頼するものとする。 
 (2) 避難経路 

道路状況及び放射性物質の拡散状況を考慮する必要があるが、北陸自 
動車道、国道８号及び県道 30 号新井柿崎線を経由するものとする。 

(3) 避難手段 
  新潟県地域防災計画（原子力災害対策編）において新潟県又は上越市

が確保した避難用バスで避難を行うこととし、介助が必要な入院患者に

ついては、新潟県が要請し確保した救急車、ヘリコプター等により搬送

することとし、その手段により迅速に避難するものとする。 
 

 
第３章 緊急事態応急対策 
 
１ 職員の参集と院内災害対策本部の設置要件 
  市本部からの指示・情報等を基に職員を非常招集し、院内災害対策本部 

を設置するものとする。 
 
 (1) 上越市が緊急事態区分「情報収集事態」で災害警戒本部を設置するとき

（第１次配備） 
   ・地震発生時の病院職員登庁基準の第１次配備体制に準じ指定された 

職員が参集し、情報収集を行うものとする。 
 

 (2) 上越市が緊急事態区分「警戒事態」で災害警戒本部を設置するとき 
（第２次配備） 

・地震発生時の病院職員登庁基準の第２次配備体制に準じ指定された 
職員が参集し、情報収集と災害対策の準備を行うものとする。 
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 (3) 上越市が災害対策本部を設置するとき。 
（第３次配備） 
 ・地震発生時の病院職員登庁基準の第３次配備体制に準じ、全職員が 

参集する。 
   ・対策本部を設置し、災害対策活動を行うものとする。 
   
 【参考  上越市の災害対策本部等の設置基準】 

態勢 設置基準 活動体制 緊急事態区分 

第１次配備 1 柏崎市又は刈羽村で、震度 5 弱以上を 
 観測する地震が発生したとき 

災害警戒本部 情報収集事態 

2 柏崎市又は刈羽村で、震度 6 弱以上を観
測する地震が発生したとき 

3 柏崎市又は刈羽村の沿岸を含む津波予
報区で、大津波警報が発表されたとき 

4 発電所周辺の環境放射線モニタリング
によって、空間放射線量率が 1μSv/h を超
える数値を検出したとき 

5 安全協定に基づく異常時の連絡等によ
り、警戒事態に相当する重要な故障が認
められるとき 

6 その他市長が必要と認めるとき 

警戒事態 

第 2 次配備 1 発電所の事故により原災法第 10 条に基 
づく通報があったとき 

災害対策本部 
 

施設敷地 
 緊急事態 
 

2 原災法第 15 条に定める原子力緊急事態 
宣言発令の基準に達したとき 

3 その他市長が必要と認めたとき 

全面緊急事態 

 
 (4)地震、津波、風水害等に関する病院参集要件（複合災害対応） 

① 上越市で次の震度の地震が観測されたとき 
 震度４ ：（第 1 次配備）事務長、経営課経営係職員、医事企画員 
 震度５弱：（第 2 次配備）上記職員＋指定職員(＊1) 
 震度６弱：（第 3 次配備）全職員登庁 

② 津波注意報・警報が発表されたとき 
 津波注意報：地震の第 1 次配備に同じ 
 津波警報 ：地震の第 2 次配備に同じ 
 大津波警報：地震の第 3 次配備に同じ 

   
   （＊1）指定職員：院長、副院長、診療放射線技師長、臨床検査技師長、リハ

ビリテーション技師長、薬剤部長、看護部長、看護師長、栄養課長 

 

２ 院内災害対策本部の組織と活動 
  院内災害対策本部（以下「対策本部」という。）は、柿崎病院防災マニュ 

アルに定める次の組織を基本に原子力災害対策活動を行うものとする。 
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 (1) 構成員     
    
 
 
 
 
 (2) 主な役割分担 

    
３ 情報の伝達及び支援要請 

(1)   原子力発電所での異常事象発生等の情報を収集した者は、速やかに

本部班に報告しなければならない。 
(2)  本部班は、原子力発電所での異常事象発生等の情報を収集した場合

は、直ちに本部長に報告するとともに、「別表１ 緊急連絡先一覧」に

より上越市災害対策本部等と連絡を取り、正確な情報の収集と病院が

行うべき防護措置について確認する。また、防護措置を実施するに当た

って必要な支援がある場合には要請を行う。 
(3)  本部班は、本部長の指示のもとに、「緊急時連絡網」により、非番職

員に本部長の指示等を連絡する。 
 

４ 病院施設の安全確認 
  本部班は、原子力発電所での異常事象発生等の情報があった場合は、病

院施設及び危険物の安全確認、消防用設備の配備を行うとともに、屋内退

避及び避難に備えた措置を講じる。 
 
５ 屋内退避 
  市本部から屋内退避の指示があった場合は、本部班、看護班を中心に屋 

内退避措置（窓を閉める、換気扇等の停止、院外への退出の制限）を実施 

本部長 院長 

副本部長 事務長、看護部長 

本部員 副院長、経営係長、看護師長、診療放射線技師長 

薬剤部長、栄養課長 

班編成 担当 班長 主な役割分担 
本部班 情報収集 

庶務 
 
広報 
設備 

経営係長 
 

情報収集・伝達 
本部の設置、トリアージ実施場所の設置

防災用品の準備 
患者情報の提供 
施設・設備の被害状況確認 等 

診療班 トリアージ 
医療救護 

副院長 負傷者受入体制の確立、トリアージの実

施、医療救護班の編成 等 
看護班 医療救護 看護師長 トリアージ実施場所の設置、負傷者の受

入、医療救護の実施 
病棟の被害確認、入院患者の安全確保、 
避難誘導 

検査班 放射線測定 
臨床検査 

診療放射線

技師長 
放射性物質の安全対策 
有害物質関係の安全対策 

医薬品班 医薬品調達 薬剤部長 医薬品の在庫確認・調達 
給食班 食糧調達 栄養課長 炊き出し場所の設営、給食応援の検討 
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するものとする。 
 
６ 避難準備 
  診療部門は、患者の傷病の程度を考慮し、バス避難、救急車等による避 

難など避難方法ごとの患者数を把握し、対策本部は必要な車両数（搬送回 
数）、資機材、応援人数等の必要事項を市本部に報告するものとする。 

 
７ 避難 
 (1) 市本部から当院に対し避難指示があった場合は入院患者及び職員を避 

難させるものとする。 
(2) 入院患者のうち、早期退院が可能な患者については退院後の患者の避 

難先の状況を考慮し退院の是非を検討する。退院に当たっては、あらか 
じめ定めた方法により家族等への引継ぎを行うものとする。 

(3) 搬送が困難な患者については、症状が安定するまで気密性の高い部屋 
に退避させるものとする。（防護エリアが整備された後は、当該エリアに 
退避する。） 

 (4) 入院患者の搬送については、適切な搬送手段が確保された患者から、 
順次、避難を開始する。患者の搬送に当たっては、出発及び到着予定時 
刻、患者情報等を避難先病院に連絡するものとする。 

(5) 本部班広報担当を中心に、入院患者の家族に避難先病院名など患者の 
状況を連絡する。 

 (6) 医師、看護師等は、患者の傷病の程度に応じて必要な人員を避難車両 
に同乗させ、避難中の入院患者のケアを行う。避難先病院に到着後、本 
部に到着の報告を行うものとする。 

(7) 避難の状況は、対策本部から随時、市本部に報告するものとする。 
 
 

第４章 避難中の対策 
 
１ 避難先病院における医療支援等 
  職員は、避難先病院における医療活動に協力するものとする。 
 
２ 入院患者等の健康状態の把握、健康管理及び家族等への連絡 
  職員は、入院患者の避難完了時及び入院患者の健康状態に変化があった 

場合には、入院患者家族及び関係機関等に連絡するものとする。 
 
 

第５章 避難後の対策 

 

１ 避難後の対策 
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（１）人数確認・体調確認 

   避難先に到着後は、人数及び体調の確認を行うこと。 

（２）避難報告 

   避難が完了した場合は、上越市災害対策本部等へ連絡を行い、避難が

完了したことを報告する。その際、病院名、避難人数、避難者氏名、避

難先の施設名（病院名）等の情報を伝える。 

（３）患者等の家族等への連絡 

   本部長は患者等の避難完了時及び患者等の健康状態に変化があった場

合には、患者等の家族及び関係機関等へ連絡する。 

（４）受入先施設との情報共有、必要設備等の確認 

   受入先施設職員と情報共有を行い、人数、患者の情報（氏名、年齢、

疾患、家族の連絡先等）を伝えること。また、患者の状況を踏まえ、必

要な設備等（車いす、医療器具、医薬品等）の把握を行い、入手しにく

いものがあれば、上越市等と調整を行い準備する。 

（５）長期避難への対処 

  原子力災害では避難生活が長期化する可能性が高いため、今後の生活

場所や対応について、本人とその家族等を交え相談を行い、できるだけ

患者等の不安が解消されるよう、サポートを行うこと。 
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別表１ 原子力災害時緊急連絡先一覧 

機関名 担当 電話 ＦＡＸ 

県原子力安全対策課 原子力防災対策係 025-282-1695 025-285-2975 

県放射線監視センター 柏崎 

新潟分室 

0257-22-1090 

025-261-1387 

0257-22-1092 

025-263-1348 

県医務薬事課 地域医療班 025-280-5183 025-280-5641 

県病院局 総務課 025-280-5552 025-285-3843 

県病院局 業務課 025-280-5557 025-285-3843 

県立中央病院 庶務課 025-522-7711 025-521-3720 

県立妙高病院 経営課 0255-86-2003 0255-86-2065 

県立十日町病院 庶務課 025-757-5566 025-752-3955 

上越地域振興局健康福祉環境部 医薬予防課 025-524-6134 025-524-6998 

上越地域振興局企画振興部 総務課 025-526-9303 025-524-5914 

上越警察署 生活安全課 025-521-0110 025-522-4161 

上越市 市民安全課 

原子力防災対策室 

025-526-5111 025-526-6111 

上越市柿崎区総合事務所 市民生活・福祉ｸﾞﾙｰﾌﾟ 025-536-2211 025-536-2227 

上越地域消防事務組合消防本部  025-525-1199 025-525-1191 

上越地域消防事務組合  頸北消防署    025-536-6119 025-536-2274 

柏崎市 防災・原子力課 0257-21-2316 0257-21-5980 

陸上自衛隊第 2 普通科連隊  025-523-5117  

東京電力ホールディングス(株)柏崎刈羽原子力発電所  0257-45-3131  
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別表２ 非常食備蓄状況 
   （医療用水と飲用水は概ね 3 日分、給食用食品と使い捨て食器類は概ね 2 日分） 

 

令和元年５月改訂

Ａ食
（20人）

Ｂ食
（10人）

C食
（10人）

D食
（5人）

粥缶(ミキサーはパック） 9缶・6P 180缶 90缶 （60P） 12ケース･5ケース 経営課倉庫 ミキサー粥90Ｐ

ポテトサラダ缶 2缶 40缶 20缶 3ｹｰｽ 食品庫

鶏そぼろ缶 10 g 200 g 100 g 1ｹｰｽ 経営課倉庫

とり肉うま煮 2缶 40缶 2ｹｰｽ

スープ煮缶 2缶 40缶 2ｹｰｽ 経営課倉庫    

鮭缶 1缶 20缶 10缶 2ｹｰｽ 食品庫

ツナ缶 2/3缶 14缶 1ｹｰｽ 食品庫

ねり梅 10g 200 g 10 g 3本 食品庫

のり佃煮 10g 200 g 10 g 2P 食品庫

たいみそ 10g 200 g 10 g 2P 食品庫

果物缶 200　g 4 kg 16缶 食品庫

クラッシュ果物 200　g 2 kg 1/2ケース 食品庫

メイバランスミニ 1P 20P 10P 30P 食品庫 24本×2箱

セルティ 1・2P 20P 20P 40P 食品庫

エンジョイゼリー 5P 50P 2ケース 食品庫

やわらかカップ 1・5個 10個 50個 10箱

豆腐よせ 2個 20個 1ケース 食品庫 1箱

茶わん蒸し 2・3個 20個 30個 50個 食品庫 2箱

プロッカゼリー 7個 70個 70個 食品庫 2ケース＋10個

Ｅ７　300ml 9P 45Ｐ 3ケース 食品庫 300ml×20P

水 72本 食品庫 2ℓ×24本・500ｍℓ×120本

ネオハイトロﾐール分包 1箱 食品庫

アガロリー 2個 20個 20個 食品庫

ビタミンゼリー 1個 10個 10個 食品庫

ハイカロジュース 1本 10本 10本 食品庫

Pジュース 1Ｐ 20Ｐ 10Ｐ 30Ｐ 食品庫

備考保管場所備蓄量
必要数量

＜対象人数＞
Ａ食：常食、粥食、治療食　　　　　　　　　20人

Ｂ食：分粥、きざみ　　　　　　　　　　　　10人

3日
1人分

品名

Ｄ食：経管栄養　　　　　　　　　　　　　　 5人

Ｃ食：ミキサー、ソフト、流動　　　　　　　10人

品名 備蓄量 保管場所

ディスポ食器 アルミ皿200枚・丼200枚　　 経営課倉庫

ディスポ食器 角皿82枚・丼50枚・紙コップ250個 外倉庫

スプーン 200本 経営課倉庫

割り箸 300膳 経営課倉庫

カセットコンロ 2台 外倉庫

ガスボンベ 12本 外倉庫

ラップ 2本・1箱 経営課倉庫・外倉庫

アルミホイル 2本 経営課倉庫

缶切り 1個 調理室

ディスポ手袋 S,M　各1箱 外倉庫

軍手 5双 経営課倉庫

ペーパータオル 1箱 外倉庫

ビニール袋 1箱 外倉庫
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別表３ 避難先病院、避難手段及び避難経路 
  

避難先病院 
 県立中央病院 
〒943-0192 

新潟県上越市新南町 205 番地 
℡025-522-7711 
Fax025-521-3720 

 
避難手段 
 

入院患者については、県又は市が確保した避難用バス、救

急車等により避難する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
避難経路 
 
 
 
 
 
 
 
 

      
 
 
          
  

北陸自動車道柿崎 IC  国道 8 号  県道 30 号新井柿崎線 

              
 

北陸自動車道上越 IC    国道 18 号    国道 405 号 

 
 
  国道 18 号 

 
 
      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

避難元： 県 立 柿 崎 病 院 

避難先： 県 立 中 央 病 院 



 

12 
 

 

別表４ 
行動チェックリスト（平常時） 

区分 チェック項目 チェック 

 

 

役割分担 

原子力災害対策を担当する委員会を設置している。  

平常時の職員の役割分担を定めている。  

災害時の職員の行動手順を定めている。  

職員が参集できず、事前に定めていた体制を確保できない場合の対応を

定めている。 

 

 

 

情報収集・ 

伝達体制 

県・市町・関係機関への緊急連絡先一覧を作成している。  

施設内での職員等への情報伝達方法を定めている。  

家族等への連絡方法・引継ぎ方法を確認している。  

電話以外の連絡手段を確保している。  

災害情報の収集方法をリストアップしている。  

停電時・通信規制時における情報入手手段・連絡手段を把握している。  

 

 

招集・ 

参集方法 

職員の緊急連絡網を作成している。  

夜間・早朝、休日に招集・参集可能な職員を把握している。  

徒歩や自転車・バイクで参集可能な職員を把握している。  

職員の参集に要する時間を把握している。  

不測の事態により指定していた職員が参集できない場合、または参集が

遅れる場合に備えて、あらかじめ代替人員と代理順位を定めている。 

 

避難場所 
避難先病院を定めている。  

避難先病院までの移動時間を把握している。  

避難経路・ 

避難手段 

避難経路を定めている。  

避難手段を定めている。  

避難経路図を作成し掲示している。  

 

備 蓄 

 

備蓄品・非常時持出品リストを作成している。  

備蓄量は入院患者及び職員分を含めて３日程度を備蓄している。  

飲料水の備蓄量は１日１人２㍑を基準としている。  

備蓄した食料や医薬品は有効期限切れにならないよう、定期的に在庫チ

ェックし、常に必要量を確保している。 

 

 

安全確認 

防災設備や非常用発電設備等施設設備の点検を行っている。  

施設の耐震性・耐火性・気密性を確認している。  

暖房器具類の管理、および危険物の保管状況について、点検・確認を行

っている。 

 

教 育 役割分担や行動手順等の教育を行っている。  

訓 練 
原子力防災訓練等に参加している。  

初期被ばく医療の訓練・研修を行っている。  

避難計画を周知している。  
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避難計画 
避難計画は委員会において適宜見直している。  

行動チェックリスト（原子力災害発生時） 
①避難準備 

区分 チェック項目 チェック 

組織の編成・情

報収集 

参集基準に従い、緊急時連絡網により、職員の招集を行う。  

院内災害対策本部を設置する。各班に班長を置く。  

テレビ、ラジオの情報など、最新の情報を把握する。  

市・県との連絡体制 市・県の担当窓口に連絡し、今後の情報伝達方法を確認する。  

安全確認 病院施設の安全確認を行う。  

物資の確保 備蓄品・非常持出品リストをもとに状況に応じた物資を確保する。  

来院者への指示 状況に応じて外来患者及び来院者の退出等の指示を行う。  

②屋内退避 

避難行動 

入院患者及び職員は、速やかに屋内に退避する。  

入館者は、顔や手をよく洗い、場合によってはシャワーを浴びる。  

入院患者を窓側から離し、施設の中央に退避させる。  

 

 

活動内容 

全てのドア・窓・カーテンを閉め、窓には目張りをする。  

空調設備、換気装置を止める。  

食品にフタ、ラップをして、冷蔵庫で保管する。  

飲料水を密閉できる容器に入れる。  

外で着ていた服はビニール袋に入れ、しっかりと口を閉じる。  

家族等への連絡 入院患者の家族等に施設の対応状況を伝える。  

避難準備 

搬送が困難な患者と、避難する患者を決めておく。  

カルテから患者情報を印刷し、搬送時本人確認カードとする。  

役割分担表に定められている項目の準備、点検を行う。  

市災害対策本部に施設の対応状況を連絡し、あらかじめ定めた避難

先病院、避難経路及び避難手段の状況を確認する。 

 

避難に必要な車両、資機材及び人員を確認し、市本部に要請する。  

近隣の他施設等に応援要請の検討を始める。  

③避難指示 

避難前 

市本部に避難先病院、経路及び手段に変更がないか確認する。  

早期退院が可能な患者は、状況に応じて退院を検討し家族に引き継

ぐ。家族が勝手に連れ帰ることがないよう、入院患者や引受者の氏

名、引継ぎ時刻を記録し、院内災害対策本部に報告する。 

 

搬送が困難な患者は、気密性の高い部屋に退避させる。  

入院患者に状況を説明し、落ち着かせてから、あらかじめ定めてい

た避難方法により、院内の避難場所まで誘導する。 

 

火気等の消火、電灯の消灯を確認し、窓等を閉めて施錠する。  

非常持出品を確保し、県又は市が確保した避難車両に積み込む。  
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入院患者を避難させる場合は、避難先等で本人確認できるよう搬送

時本人確認カードを患者に付帯させる。 

 

避難中 避難場所への移動中はマスク及び外衣を着用する。  

避難完了後 

県・市災害対策本部へ連絡する。  

避難元医療機関に連絡する。  

入院患者の家族等に避難先病院及び健康状態を伝える。  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

15 
 

 

 

 

 

 

 

 

  

新潟県立柿崎病院 原子力災害時避難計画 
 
 
 

   〒949-3216 
    新潟県上越市柿崎区柿崎 6412-1 
    TEL（025）536-3131 
    FAX（025）536-3136 
    E－Mail  keieika@kakizaki-hp.niigata.jp  


	原子力避難計画（表紙）柿崎元年度　
	原子力避難計画（目次）柿崎元年度
	原子力避難計画（本文）柿崎元年度

